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【資料】
1929・30年度の特別協議委員会
年次報告書
伊藤健市
はじめに
今回，資料として以下で訳出しているのは， 1929年度と1930年度の特別
協議委員会 {SpecialConference Committee)の年次報告書 (Annual
Report)である。
特別協議委員会は， 1919年4月2Bに結成され，その加盟企業の経験や
情報を交換する「労使関係ネットワーク」の役割を演じていた（この点に関
しては，伊藤健市「SECの労務理念と従業員代表制」（『アメリカ大企業と労働者』
北海道大学図書刊行会， 1998年に所収）を参照のこと）。この組織は，ニューデ
ィール期に，「教育と労働に関する上院委員会 (Senata Committee on 
Education and Labor)」の小委員会として設けられた，ラフォレット Jr
(Robert M. La Follette, Jr.)を委員長とする「市民的自由擁護委員会
(Civil Liberties Committee)」一ーラフォレット委員会ーが1936年に開
始した調査のなかで，翌年2月に開催された公聴会においてその存在が明
らかにされた（この点に関しては，伊藤健市「＜学術資料〉ラフォレット委員会
と特別協議委員会」（『大阪産業大学論集（社会科学編）』第102号， 1996年5月）
を参照のこと）。
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この特別協議委員会の活動を明らかにする資料としては，ここで訳出し
ている一連の年次報告書（それらにはすべて，極秘回覧 (For Confidential 
Circulation)との表記がある）の他には，若干の議事録が残されているにす
ぎない。それらの一部は，「教育と労働に関する上院委員会」の公聴会記録
にある (U.S.Congress, Senata, Committee on Education and Labor, 
Violations of Free Speech and Rights of Labor, Hearing before a 
Subcommittee of the Committee on Education and Labor, S. Res. 266 
(74th Congress), Part 45, 1939.)。ただし，「市民的自由擁護委員会」が請
求したものしかそこに含まれていないため，最終的には1933年1月1日か
ら1937年3月15日までの日付のものしかそこには含まれていない（詳しく
は伊藤健市「ラフォレット委員会と特別協議委員会の活動」（『大阪産業大学論集
（社会科学編）』第102号， 1996年5月）を参照のこと）。それゆえ，年次報告書
は， 1932年度から1936年度までの 5年分しか掲載されておらず，議事録に
関しては，当該期間のものが断片的に証拠文書(Exhibits)として残されて
いるにすぎない（この証拠文書については，伊藤健市「＜学術資料〉 1930年代特
別協議委員会加盟企業における従業員代表制の動向ーラフォレット委員会の証
拠文書を中心に一」（「大阪産業大学論集（社会科学編）』第106号， 1997年6月）
と同「＜学術資料〉全国労働関係法と特別協議委員会」（『大阪産業大学論集（社会
科学編）』第107号， 1997年10月）でその若干数の内容を明らかにしている）。
だが，ハグレー博物館 (HagleyMuseum and Library)には上記以外
の年次報告書や議事録を含めて，特別協議委員会に関する資料がいくつか
残されている（年次報告書は， HarringtonPaperのBox6に保管されている）。
今回訳出しているものは，同博物館のナッシュ氏 (MichaelNash)を始め
として，アイオワ大学のゴードン教授(ColinGordon), そして名城大学の
森川 章教授にお世話になったものである。ここに記して感謝の意を示し
たい。
なお，この資料のなかに登場する特別協議委員会の加盟企業とその略記
法は，第 1表を参照願いたい。
1929・30年度の特別協議委員会年次報告書（伊藤） (31) 31 
第 1表 特別協議委員会加盟企業（アルファベット順）
企業名とその略記法 加盟年
AT&T(American Telephone & Telegraph Co.) 1925年
ベスレヘム・スティール(BethlehemSteel Corporation) 1919 
デュポン(E.I.duPont de Nemours & Co.) 1919 
GE (General Electric Co.) 1919 
GM(General Motors Corporation) 1919 
グッドイヤー(GoodyearTire & Rubber Co.) 1919 
ハーヴェスター(InternationalHarvester Co.) 1919 
アーヴィング・トラスト (IrvingBank-Columbia Trust Co.) 1919 
NJスタンダード(StandardOil Co. (New Jersey)) 1919 
USラバー(UnitedStates Rubber Co.) 1922 
USスティール(UnitedStates Steel Co.) 1934 
ウェスティングハウス(WestinghouseElectric & Manufacturing Co.) 1919 
注）会社名の英文表記は，ラフォレット委員会での表記に準じた。
1929年度特別協議委員会年次報告書
1930年2月6日に，特別協議委員会委員と加盟企業の経営陣に提出される。
ほぽ10年間，アメリカの全産業は，世界中の財政家，経済学者，統計学
者，そして時事評論家の注意を引きつけた高いレベルの繁栄を持続してき
た。この状況に対し，以下のような理由が提示されている。すなわち，豊
富な資本，企業の合併，大量生産と大量販売，輸送機関の改善，割賦販売，
改善された企業経営，使用者と従業員との間の協調的な関係，そして労働
者の高賃金，である。
株式市場の崩壊が， 1929年の年末近くに発生した。今回のそれは，その
突然さと激烈さでこれまでのアメリカ金融史における同じような下落を超
えていた。それは，企業あるいは産業での重大で，長期にわたる不況が引
き続き起こらなかったという点で，これまでの同種の出来事とは違ってい
た。しかしながら，アメリカの産業とアメリカの大衆に情勢を十分に調査
32 (32) 第 45巻第 1 号
させ，そして繁栄の真の基盤をより正確に評価させる精神的打撃としては
役立ったのである。
アメリカ経済の発展をもたらした理由のいくつかは，比較的小さなある
いは一時的な重要性しかもっていなかったこと，なかでも繁栄の継続に貢
献した最も活力のある要因は，効率的な企業経営，使用者と従業員との間
の協調的な関係，そして労働者が高い生活水準を持続することができ，大
衆の十分な購買力を保証しうる賃金水準での労働者の正規雇用であるこ
と，がすぐに明確になった。これらのことは，特別協議委員会がその11年
間の存在期間中に絶えず，そして慎重に検討した問題であった。それらは，
来るべき年に向けてさらに注目し，研究する価値をもつものである。
労使関係政策の動向
労使関係政策における最近の展開では，すでに実施されている制度の批
判的な分析と改善，およぴその管理を強めることほどには，制度の拡大と
新しい実験の開始は見られなかった。そこでは，以前の使用者の経験に基
づく方法や，初期の何人かの人事担当者の「向上 ("uplift")」的見解とは
大きく異なった労務管理 (labormanagement)の考え方が出現した。
労使関係制度は，現在では，その経済的な健全性とそれを採用するよう
提案したビジネス組織に対する適切性と，労使関係活動から利益を得るこ
とを期待する個々の労働者への適合性に関して吟味されている。従業員は，
最も進歩的な経営者の目から見れば， もはやひとまとめにして「労働者」
として知られている集団ではない。しかし，従業員は産業上の諸過程で種々
の職能を遂行し，その資質・願望・ニーズで他のいかなる社会階級のメン
バーからも大きく異なっている個人であると理解されている。
この認識は， しだいに使用者＝従業員関係全体のアプローチに重大な変
更をもたらしている。温情主義的な制度を通して続けられ，そして使用者
が行うべきであると考えたことを従業員に与えるよう意図されている「福
祉」活動 ("welfare"work)の考えは，自尊心を持つビジネス上の関係と
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いう考えに取って代わられた。そこでは，労働政策は，経済学，倫理学，
そして心理学の健全な諸原則に基づいて正当化されていなければならなか
った。同時に，専門家の別個の職能であるという考えに代わって，労務管
理は企業の全般管理者が第一義的に責任をもつものという解釈が登場した
のである。その結果，上級経営者 (highexecutives)がマンパワーの問題
に絶えず理性的な注意を与え続けることになった。
この労務管理の進化しつつある考え方は，特別協議委員会によって注意
深く観察されてきた。我々は，加盟企業によって始められた事例が，アメ
リカ実業界の思考を健全な人事管理の理論と実践 (personneltheories and 
practices)に目を向けるのに効果的な役割を果たしてきたと信じている。
将来に向けて，我々は，労使関係における展開が着実に一歩一歩前進する
であろうことを，そして特別協議委員会が加盟企業を助け，その加盟企業
を通して産業全体に役に立つものになることを願っている。
特別協議委員会の活動
1929年に，特別協議委員会は多くの問題に注意を向けた。そのなかのい
くつかの問題は，この報告書の残りの部分で言及されている。合計8回の
会合が， 1月17日， 2月7~8日， 3月28B, 4月25日， 6月6日， 9月
18~19日， 11月7日， 12月6日に開催された。それぞれの会合では，加盟
企業が従事している産業に影響する現在の経営情勢と労働情勢を論議し，
そして，特定の問題を選んで検討した。その問題のいくつかは，加盟企業
自身の組織で問題となっており，情報あるいはアドバイスを求めているメ
ンバーによって提案されたものであった。
特別協議委員会の活動は，けっしてその時々の会合に限定されるもので
はなく，情報の継続的な交換と諸種の提案，そして事務局長 (secretary)
による加盟企業に対する常時利用可能なサービスからなっている。このグ
ループに加盟していた企業は，その大部分が1919年の特別協議委員会結成
時から関係を持続していた。それらの企業とは， AT&T,ベスレヘム・ス
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ティール，デュポン， GE,GM, グッドイヤー，ハーヴェスター，アーヴ
ィング・トラスト， NJスタンダード， USラバー，ウェスティングハウス
である。
今年度， 1人の特別協議委員会メンバーの変更があった。GEの副社長で
あったC・E・エヴェレス (C.E.Eveleth)が職責の変更のため退き，労使
関係部長のG・H・プファイフ (G.H.Pfeif)が指名され，彼と交代した。
加盟企業における労使関係制度の展開
1929年，特別協議委員会に加盟していたいくつかの企業が，新しい制度
の採択あるいは既存の制度の改訂によって，労使関係における実践方法を
変更した。
AT&Tの死亡一時金制度 (deathbenefit plan)は，以前は勤続5年以
上の亡くなった従業員の遺産受取人に6カ月分の給与を支払い，勤続10年
以上の場合には上限を2,000ドルとして 1年分の給与を支払うものであっ
た。それが，勤続2年の場合には4カ月分の給与，それ以上の勤続者は勤
続年数が1年増える毎に 1カ月分を追加して支払い， 10年以上の勤続者に
は上限を設けずに年間給与を支払うという新たな制度に変更された。年金
に関しては，亡くなった従業員の遺産受取人が現役従業員と同じ扱いを受
けている。改訂された制度では，死亡一時金を管理する委員会には以前よ
りも大きな裁量権が与えられている。なぜなら，扶養家族を残さずに死亡
した従業員の事例で，満額の一時金支払いが定められていないからである。
ベスレヘム・スティールは， 1929年3月に，フィラデルフィア・ペスレ
ヘム・ニューイングランド鉄道会社 (Philadelphia,Bethlehem, and New 
England Railroad Company)―同社はペンシルヴェニア州ベスレヘム
でベスレヘム・スティール工場として機能していた一の従業員に従業員
代表制を導入した。それまで，同鉄道会社の従業員は従業員代表制をもっ
ていなかった。 1929年12月，ベスレヘム・スティールは，ニューヨーク州
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ラカワナ (Lackawanna)でラカワナ工場として機能していたサウス・バッ
ファロー鉄道会社 (SouthBuffalo Railway Company)の従業員に，同社
限定の別形態での従業員代表制を導入した。新しい制度が開始される前ま
では，同鉄道会社の従業員は，ラカワナにある製鋼工場において実際に機
能していた従業員代表制に加入していた。 1929年2月，従業員代表制がペ
ンシルヴェニア州レバノン (Lebanon)のベスレヘム鉱山会社 (Bethlehem
Mines Corporation)の選鉱部門に設置された。それまで，この部門の従業
員は，レバノンにある製鋼工場の従業員代表制に属していた。この変更は，
製鋼工場から選鉱部門を分離するという理由でなされた。ベスレヘム・ス
ティー ルは， 1928年に始めた事故防止コンテストを1929年も継続して行っ
ている。 1929年4月3日，同社は2つの工場 その 1つは閉鎖され，も
う 1 つは他の工場に吸収された一-(l)f,e~j\(l) t.: 51) i: fWJI 1t~(termina-
tion wage)の原則を採用した。この取り決めによれば， 45歳以上で勤続10
年以上の従業員には，もしやむを得ずレイオフされた場合，勤続年数1年
に対して 1週間分の給与に等しい額の現金報酬が与えられることになる。
同じ報酬は，勤続15年以上の従業員であれば年齢に関係なく与えられるこ
とになった。
デュポンは， 1930年1月1日以降に採用した従業員に対して効力をもつ
団体生命保険制度 (grouplife insurance plan)を変更した。新しい制度
は，勤続5年以下の従業員の遺産受取人に対して支払い額を若干引き下げ，
満額の給付を親族あるいは残された扶養家族に制限している。一方，この
制度は，従業員が団体保険に参加するためには雇用時に45歳以下でなけれ
ばならないという以前の必要条件を廃止することで加入資格を緩和した。
同時に，無拠出型の団体生命保険制度の改訂が効力を発揮し，同社は従業
員協同型の疾病・非職業上障害保険 (employees'cooperativesickness and 
non-occupational accident insurance plan)を設けた。その保険金は，一
部は会社の拠出金，一部は従業員の拠出金によって成り立っていた。この
制度への参加は自主選択であった。
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GEは，出来高給労働者と時間給労働者の双方に適用できる休暇制度
(vacation plan)を採用した。同社はまた，その団体生命保険と年金制度
で重大な変更を行った。追加型の団体保険 (additionalgroup insurance) 
に要する費用は，現在では従業員が加入した年齢に応じて引き上げられ，
一方，同社が提供する無拠出型の保険は同じ要因によって費用は引き下げ
られた。改訂された年金制度では，同社による年金払いが，以前のように
従業員が追加の拠出型年金を購入するという条件つきとなった。しかし，
従業員が購入した年金の費用は，現在では彼らがそれに加入した年齢に応
じて変化している。追加型の年金制度 (additionalpension plan)への参
加は， 5年間の継続勤務を完了した折に，全従業員にとって共通の雇用条
件となる。保険制度と年金制度に関する以上の変更の影響は， もし新入社
員のサービスが切望される適当な仕事があるなら，同社が年齢にこだわる
ことなく彼ら新入社員を雁うことができ，同時に従業員自身の引退とその
扶養家族の支援の準備をするよう彼らに強制できるようにするものでもあ
った。
今年度， GMは，その労使関係制度に関しては基本的な変更を行わなか
ったが，経営陣の教育訓練と選考 (trainingand selection of executives) 
にますます力点を置くようになった。
1929年1月1日，ハーヴェスターは工場労働者の休暇制度を採用した。
この休暇制度がもたらす利益を十分受け取れるかどうかは，規則正しい出
勤態度しだいであり，経営側は制度が機能し始めてから無届け欠勤(absen-
teeism)が相当削減されたことに注目している。同社の年金制度は若干改
訂されている。その主な変更点は，すでに与えられたかあるいは将来与え
られるであろう年金支払いに対して， より完璧な保証を与える取消不能信
託 (irrevocabletrust)の創設であった。最高年金額と最低年金額も増額さ
れている。 1928年を通して，全従業員を対象に外見から判断する健康診断
が定期的に実施された。その結果は満足のいくもので， 1929年5月に同社
は，経営陣あるいは監督者の地位にある人々に対しても，健康診断の継続
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と徹底した定期検診という明確な方針を採用している。従業員代表制は，
ニューオーリンズのトワイン製造工場にも拡張された。
ァーヴィング・トラストは， 1929年12月21日に翌30年1月から実施され
る貯蓄•投資制度 (savingand investment plan)を設立したと発表した。
投資信託の形態をとっているこの制度のもとで，給与からの天引きという
形態で，アーヴィング・トラスト銀行とその提携企業の全従業員が参加す
ることができた。 1929年4月，同銀行は，結婚時に勤続1年以上である従
業員が要求すれば，その時点で休暇を許可する施策を採用した。
NJスタンダードは，それまで従業員代表制をもっていなかったいくつ
かの事業所にまで同制度を拡張した。同社は，その年金制度を見積もるた
めに保険数理上の研究 (actuarialstudy) も行っている。
USラバーは，デトロイトの工場にも従業員代表制を拡張した。同社はま
た，工場が閉鎖されたのに伴って必然的に解雇された長期勤続の従業員に
解雇賃金 (dismissalwages)を払う制度を採用した。
ウェスティングハウスの取締役会は， 1929年5月1日に，新しい退職制
度 (retirementplan)を承認した。その制度のもとでは，退職年金は給与
あるいは所得に基づき，同社に対する過去と現在の勤務に対して支払われ，
さらに従業員が購入する年金で補完されていた。同制度は，従業員が追加
の退職年金購入に自由意志で加入する機会を提供している。それに加入し
た者は，同社から追加の退職手当を受け取れる。この制度は，信託協約{trust
agreement, 信託受益者の利益のために，元本（資金，財産）を信託証書で指名
された受託者の管理下に委ねるための協約—注，伊藤｝のもとで積み立てら
れ，運用される。同社の保険制度が改訂され， 1929年5月1日以後に雇用
された従業員は 6カ月間の勤続後に500ドルで生命保険授受証明書 (life
insurance certificates)を受け取ることができ，彼ら自身の追加保険を団
体保険の利率で購入できるようになった。同時に，同社の貯蓄制度も規制
を緩和され，利率を4.5%から 6%にまで引き上げ， 2,000ドルを超えない
金額については，半年毎に複利で計算されることになった。
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アメリカの労働条件
墨
1929年の最後の数力月間に，雇用者数は若干減少したが，前例がない企
業活動の結果， 1929年を通じて高水準で推移した。第1四半期には雇用者
数は増加していたし，夏から秋にかけての数力月間は高水準にあった。1929
年が経過するにつれて，いくつかの産業—建設業と自動車産業を含めて
—での活動が減退し， 10月と 11月の株式市場の下藩によって加速化され
た雇用情勢の著しい弱体化でこの 1年は幕を閉じた。
今回の金融崩壊の直後，フーバー大統領は産業における不況防止あるい
はそれを軽減する手段を考案するために，実業界の協議会 (conferenceof 
business bodies)をいくつか召集した。一部はこれらの協議会の成果もあ
って，実業界と政府の関係機関は，大きな期待を込めて1930年が来るのを
楽しみにしている。失業防止が，より緊急の課題となった時は一度もなか
った。道路建設と公共改良事業は， 1929年の予定を何百万人単位かで超え
たであろう。基幹鉄道の改良計画は，多くの雇用を提供することであろう。
熟練労働者に対する需要は継続するであろうが，これまでのように，不熟
練労働者の著しい余剰も起こるであろう。
1929年に普及した労働時間短縮に向けて，それほど大きなものではない
にしても一定の動きが1930年も継続すると信じる理由がある。労働者の有
給休暇は1929年に拡大され，この運動もおそらく継続するであろう。労働
時間に関する限り， 1929年における最も顕著な前進は，特に建築業での週
5日労働制 (five-dayweek)の広がりであった。
恒久的な週5日労働制のもとで雇用されている賃金労働者の合計数は，
はっきりとは分からない。しかしながら，おそらく週5日労働制は，把握
されているよりも広範に採用されていたという事実にもかかわらず，依然
として全産業労働者から見れば比較的小さな部分にだけ適用されていたに
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すぎない。
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1929年の週乎均所得は， 1920年以降のどの年よりも高かった。賃金の補
正 (wageadjustment)は，一般に上昇傾向にあった。少数の後退産業を
除いて， 1930年に基本賃金を引き下げる試みは期待できそうにもない。産
業に従事する従業員に対する高所得政策の実用面での信頼は，一般に，他
のいかなる決定をも排除するほど使用者の心のなかではしっかりと確立さ
れていた。
労働争議
1929年に，実際の労働争議発生件数は，それまでの 2年間に比べて若干
増加した。しかし，関係した労働者数と損失労働時間数のいずれも，それ
ほど大きな数字ではなかった。労働争議の展開で， 1930年の数字が1929年
以上に増加すると予想する理由はない。
南部の労働情勢
南部の諸州—そこで特別協議委員会に加盟しているいくつかの企業が
かなりの利害関係をもっている一—ーにおいて，使用者＝従業員関係の問題
は工業企業の急増によって悪化している。この点は，多数の織物工場が二
ューイングランドから移動したことによって特徴づけられている。過去数
年間に見られた深刻な労働紛争 (labordisturbance)は，南部の主要な産
業である織物業にほぽ限定されていた。 1929年には，ウエスト・バージニ
ア州の石炭採掘業，南西部の石油精製業，精肉・パッキング産業，木工製
造業とたばこ産業，そして他の産業での情勢は平穏であった。
多くの産業コミュニティーが急成長したことが原因で生じた不適応は，
特に織物地帯で産業上・社会上の問題を数多く引き起こした。現下の情勢
の基礎にある困難の多くは，古い秩序と新しい秩序の間の違いに由来する
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ことは確かである。しかし，事態は，北部の非進歩的なタイプの使用者が，
低い労務費 (lowlabor costs) という期待をもってこの地域にしばしば魅
了されたという事実では改善されなかった。「ストレッチアウト (stretch
out)」システム｛従業員に追加資金を支払わないで，残業または作業速度の促進
やより多くの職務を負わせることで労働強化する方法~ 伊藤｝として一般
に知られている労働の再分割 (subdivisionof labor)は，去年春の多くの
ストライキの直接の原因とされている。しかしながら，すべての争議が，
人事問題にほとんど考慮することなくシステムを導入した独裁的な方法か
ら生じたと信じる十分な根拠がある。南部の組織で，労働争議が発生する
ことなく，うまく管理されている多くの事例を引き合いに出すことができ
る。さらに，多くの人々は，現下の労働不安が南部の急速な工業化から生
じている根底にある諸条件と同様，不十分な企業経営にも責任があると感
じている。
綿工場の作業者—ァメリカの綿工場労働者のうちの約28万人あるいは
60%—は，ほとんどが地方そして山岳地帯の住民である白人男性，女性，
そして子供であった。経営者は，当初から必要に迫られて温情主義的な政
策をしばしば採用した。多くの会社町(company-ownedtowns)があった。
年月を経るに従って，これらの会社町はますます手のこんだものとなり，
住宅に加えて，売店，学校，教会，福祉を目的とした建物，プール，菜園，
映画館，レストラン，託児所，そして社会全体のサービス部門を含むよう
になった。こういった政策の保護のもとでの生活で，工場で働く人々は，
管理と救済を主に会社とその代理機関に依存するようになった。経営側の
雇用問題に対する態度は，いかなる革新的な人事プログラムの採択よりも，
以上のような福祉施策によってほとんど表明されていたのである。こうい
った情勢は織物業に特有のもので，多くの事例においても，索人的な経営
者によって公正な賃金，正当な労働時間，良好な企業経営の諸特徴， とい
ったものに代わるものとして信頼されており，必然的に不満と抵抗に結び
ついていった。
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アメリカ労働総同盟傘下のアメリカ合同織物労働組合 (UnitedTextile 
Workers of America) と急進的な全国織物労働組合 (NationalTextile 
Workers Union)の双方によって指導された組織化活動に対する南部の
人々の反応はけっして広範囲にわたるものではなかったが， 1929年の春か
ら夏に発生した多くのストライキは暴力的で，多くの印象的な事件に満ち
あふれていたことで，全国的な注目を引きつけた。現在までのストライキ
は，労働者の立場からはほぽ完敗であったと見なせる。しかし，北部から
南部に及ぶ労働時間と所得の格差に関する限り，目下の南部における長時
間労働と低所得は，労働者のアジテーションにとって肥沃な土地を提供す
るであろうし，一方，好ましくない情勢を修復する際にリーダーシップを
発揮する責任を自覚している経営者の最良の考えと取り組みに挑戦し続け
ることであろう。
州年金法の進捗状況
特別協議委員会は，1928年の年次報告書で州老齢年金法の論議に言及し，
6つの州と 1つの準州が法令集にこの型の法律をすでにもっているとして
リストアップした。・さらに， 4つの州が1929年に年金法を制定した結果，
現在のリストにはコロラド州，モンタナ州，メリーランド州，ケンタッキ
ー州，ネパダ州，ウィスコンシン州，ワイオミング州，カリフォルニア州，
ミネソタ州，ュタ州，そしてアラスカ準州が含まれている。カナダ議会は
1927年に選択権法(optionallaw)を制定した。この法律は，それ以降，大
部分の州で採用された。さらに，約50の法案が27の州議会で紹介され，デ
ラウェア州，イリノイ州，ニュージャージー州，ネプラスカ州，テキサス
州，ワシントン州で，法案が議会を通過した。
1930年1月1日に施行されたカリフォルニア州法は，州全体に及ぶ強制
的なものである。他のほとんどの法律は，各郡に選択権がある。 1929年3
月にアメリカ労働統計局によって編集・出版されたところによると，平均
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して 1カ月に17ドル強の公的年金を受けている1,000人余りの受給者がい
た。年金受給者の数は，カリフォルニア州全体に効力をもつ法律の採択と，
ウィスコンシン州法へのミルウォーキー郡の参加によって大幅に拡大する
ことが期待されている。
特別協議委員会は，これまでにアメリカで採用された形態での州の年金
制度が，実際には他の種類の不十分な救済方法の代替物であることをすで
に指摘した。それらは，使用者によって拠出される企業年金とも，そして
社会保険的なタイプの拠出型公的年金とも根本的に異なるものであった。
使用者は，一般的には州老齢年金に向けた運動に反対していない。しかし，
彼らの大部分は，これらの年金が長年にわたって企業が退職従業員の面倒
を見ようとしている退職制度に代わるものではないと信じている。
従業員向けの投資プラン
従業員株式分配制度 (stockdistribution plans)のある特別協議委員会
の加盟企業において， 1929年10月と11月の株式市場の下落は，出資金ある
いは従業員株主のモラールに対して不利な影響は及ぼさなかった。加盟企
業のほとんどで，株価の下落は，結果的には従業員による通常以上の株式
売却あるいは新規引き受けの契約解除といった事態を引き起こしていな
い。現実の出資金に対する従業員の所得という点では，実質的に良好な結
果がもたらされた。加盟企業の大多数の従業員が，下落時点あるいはこれ
までの市場ピーク時点で株を売るという一般的な傾向を示さなかったとい
う事実は，彼らが株の所有を投機ではなく，むしろ投資として考えていた
ことを示している。
以前の年次報告書で，特別協議委員会は，従業員に株を売却するどのよ
うな制度に対しても，不可欠な要素として元金保証の重要性を強調してき
た。これは，最近数力月間の金融上の出来事で十分立証されている。企業
が比較的安定しているという保証や安全性は，未亡人や孤児に適している
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と見なされる種類の出資金に，すべてといわないまでもほとんどを投資す
ることの安全性が保証されない限り，従業員に自社の株を提供するべきで
はないことを繰り返すべきである。
アメリカの工業企業の大多数は，従業員に株を売り出しておらず，おそ
らくそうしようとはしないであろう。株の分配—明らかに使用者＝従業
員関係の価値ある特徴—は，上述の必要条件を満たす株をもつ企業だけ
に制限されるべきである。いかなる理由であれ，従業員に株を売り出すこ
とが得策であることを見出せなかった企業にとっては，従業員に節約を奨
励し，彼らが積立金を貯めるのを支援するといった他の承認されたいくつ
かの方法がある。時には銀行と共同で運営されることもある貯蓄制度は，
結果として多くの企業で成功している。他の組織では，クレジット・ユニ
オンと貯蓄貸付組合 (buildingand loan associations)が計画的な貯蓄を
奨励し，従業員の墓金に対して利益をもたらす投資を提供し，それによっ
て労働者が必要なクレジットを保証できる施策を整えるのに役立ってい
る。それによってこれまで従業員が選択した広範囲の有価証券に彼らの貯
金を投資する際に支援できたいくつかの企業では，これまでのところ投資
信託の原則 (investmenttrust principle)が，うまく適用されてきている。
わずかな数の企業が，その従業員に自身の社債を直接売り出していた。貯
蓄制度が果たしてきたのと密接に関係する目的は， しばしば死亡あるいは
全身障害の際に，その扶養家族に不動産を提供する従業員によって全部あ
るいは一部を支払われた生命保険を通して達成されている。拠出型の年金
制度を通して，何人かの使用者は，従業員が直接年金を確保する道筋を整
えている。
事実，老齢あるいは労働障害となった折の生活費は，労使関係の全金銭
的な制度のなかで， しだいに重要な要因になっている。どのような貯蓄制
度あるいは投資制度でも，従業員の通常の所得獲得能力が衰えるか，ある
いはひどく損われた時に，頼りとなる所得の確保を支援する手段としての
適合性に基づいて主に判断されるべきである。
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販売組織における報酬
去年の年次会合で，加盟企業の社長の 1人が，流通部門における報酬調
査を今年行うよう提案した。事前の質問では，特別協議委員会に加盟して
いる企業の大多数が， 1つ以上の剌激的報酬制度をセールスマンやマーケ
ティング組織の従業員に対して採用していたことが明らかになった。利用
されているシステムに関するもう少し詳しい調査が実施され，この点に関
する極秘報告書が加盟企業に配られた。
企業と教育との関係
アメリカの初期の大学は，「教会での職や公務員 (publicemployment in 
church and civil state)」を人々に準備するものとして発展してきた。 19
世紀初めまでに，法律学，医学，教育学を教える大学は，聖職者の教育と
並ぶかあるいはそれに勝るものとなった。
1835年以前には工学士の学位 (engineeringdegrees)は授与されていな
かったし，経営学士の学位も1885年までなかった。工学士や経営学士の学
位をもっている卒業生を一緒にすると，法学，医学，神学の卒業生を合計
数で上回り，実質的に彼らのほとんど全員が実業界に入っている。教養学
部 (artsand science)の卒業生の多くも同じく実業界に入っている。要す
るに，大卒の全男性の60%程度が，今や工業あるいは商業の分野で職を見
出していると推定されている。
第 1次世界大戦前には，少数の大企業を例外として，実業界は以上のよ
うな大卒労働者を求めていなかった。しかしながら，過去10年間に，ます
ます多くの企業が大卒人材の採用に踏み切った。このやり方は，工学部と
経営学部で最も一般的である。これら両学部卒業生の半数以上がこのよう
にしてその最初の職に就く。多くの企業が教養学部系の大学を訪問するが，
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実際に採用される卒業生の割合は遥かに小さなものである。あらゆる種類
の大学において，このようなやり方は着実に増加している。
その募集活動を通して，企業は学部学生にサービスを提供している。こ
の点は，費用負担なしで，また職に就かねばならないという差し迫ったプ
レッシャーのないところで，ビジネス・チャンスの多様な分野を概観する
ことを可能にしている。このようにして最初の職に就いた労働者は，永く
その職に留まる可能性が高いことを明確に示す証拠もある。一方，企業が
イニシアチプをとったがゆえに，男子大卒者に対して企業が認定すべきで
ある特別な責務も想定されている。企業は，男子大卒者がなすべき仕事，
彼が受けるべき教育訓練，彼が期待する職責と給与での向上機会に関して，
可能な限り明確なプログラムをもたねばならない。男子大卒者の企業に対
する価値が最初に測定されれば，彼の最初の給与は以上の将来に与えられ
るべき機会と結ぴついていなければならない。彼は，他のチャンスを検討
する十分な機会を与えられる前に決定を求められるべきではないし，同様
に彼は，企業が決定する前に自分を自縛すべきでもない。
募集の際の面接がもつ教育上の価値と，この面接が大学の勉学に関与す
ることとの間の適切なバランスが維持されなくてはならない。企業は，労
働者を求める活発な競争があれば，この原則を守らないという危険性をも
つ。このような競争は，主に工学部—卒業生の供給がここ数年間に増大
している需要を満たせていない—に存在している。 1922年から 1928年の
間に，工学部の卒業生はわずか12%増えたにすぎないが，教養学部と経営
学部の卒業者数は70%以上増えていた。目下のところ，工学系の入学者数
は，減少しないまでもほとんど横ばいである。
この競争の大きさは，比較的少数者の就職口しか提供できない仕事に大
卒者，特に工学部の卒業生を雇用しようとする企業側での動きによって強
まるかも知れない。要請ははっきりしており，それには大学での教育が有
効かも知れないが，通常，それは基本的なものではない。というのも，エ
学部卒業生の多くは，適切に選考され，教育訓練を受けた高卒者で十分満
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たすことができるのである。大卒者は，彼らのもつ正当な期待に相応し，
おそらく現在の従業員では十分に満たせない将来の職位にのみ採用される
べきである。
従業員代表制の展開
1928年度の年次報告書で言及された事務局長による加盟企業での従業員
代表制の調査は，その年のうちに完了し，各制度の構造と機能に関する詳
細な情報を含む極秘の報告書がメンバーに配布された。 11月6日，特別協
議委員会は通常のメンバーの他に加盟企業の約25名の代表者を招待した会
合をニューヨークで開催した。そこでは，これらの報告書が討議され，調
査のなかで明らかになった経営者＝従業員関係に影響する情勢が討議され
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この会合での討議を通じて強調された 1つの原則は，経営側の態度のも
つ重要性であった。従業員代表制は，それだけで十分に運営できない。ど
の従業員代表制も， もしその管理が完全に従業員あるいは下級階層にいる
管理者に任されてしまえば，その機能を最大限に発揮できないであろう。
成功の可能性が最も高い従業員代表制は，責任のある経営陣が積極的かつ
継続した関心を払い，彼らが啓発されて指導している制度である。事実，
従業員代表制は，労働者に対して経営側がその通常のリーダーシップ機能
を行使できる効果的な手段を提供している。このリーダーシップは，経営
側の責任が株主にだけではなく，従業員と大衆に対してもある， という現
在の考え方の観点から特に重要である。
最近の従業員代表制にみられる前進は，既存の制度数あるいはそこに含
まれる従業員数で示されるのではなく，よりうまく運営されていることと
それがもたらす有益な諸結果で示される。この前進は，積極的な反対にし
ばしば直面するなかで果たされた。従業員代表制の原則は批判されてきた。
すなわち，その方法は非難され，そして従業員と経営者双方の信頼関係に
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は異議が唱えられてきた。いくつかの例では，代表者がこういった攻撃に
よって傷つけられた。健全な原則に基づいて考案され，そして正直かつ理
性的に運営された制度は，一般に弱まった試練ではなく，むしろ強まった
試練を乗り切った。
特別協議委員会は， もし特定の企業で従業員代表制が採用され，それが
的確に運営されておれば，この制度は公正さと相互理解 (fairness and 
mutual understanding)という基盤に立って従業員と経営者との間の関係
を調節する際に，継続した支援を提供し続けるものであると信じている。
承認されたコミュニケーション手段と協働関係の存在は，社内の状況ある
いは外部からの干渉の結果として生じる恐れのある軋礫や誤解に対する最
良の予防措置である。
従業員代表制の経験をもつ企業は，この制度が企業経営に関係する問題
について，労働者に情報を与える最良の方法を提供するものであると信じ
るようになってきた。もし，安全と事故防止，改善された製品の品質，仕
損じた仕事の削減，ムダの排除，より低い製造経費による生産増と事業収
益の増大，そしてその他の建設的な諸問題が従業員代表制の活動に導入さ
れるなら，従業員は企業経営にかかわる諸問題に対してより良い理解をも
つようになるであろう。株式所有制度，貯蓄制度と投資制度，年金，疾病
と事故防止，共済組合，団体保険，休暇，そして，従業員に報酬を与える
目的をもつ他の方法あるいは彼らが老齢となる将来に備えるのを助けるた
めに考案された制度を導入し運用する際に，従業員委員会(employeecom-
mittees)とのオープンで率直な論議を通して，価値ある多くの提案を受け
取れるのである。
従業員との協議を通して達成された成果は，従業員代表制に興味をもつ
人々に対して，この制度の原則が満足のいく従業員関係を保証する機関と
してだけでなく，産業能率の改善でも同じく重要な要因であることを理解
させている。
もし，従業員代表が知らされるべき問題に関して何も知らされていない
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なら，ささいな問題にそのエネルギーを向けたとしても，彼らにその責任
を負わせることはできない。一方，その上司から信頼され，啓発された従
業員は，自らをより良い代表者となし，良き従業員となり，彼らの仲間の
ためだけでなく会社のために建設的な活動をすることで，会社を全体とし
て正しく把握する能力を獲得するであろう。
高齢従業員に影響する企業の諸条件
企業の高齢労働者に影響する経済的・社会的な情勢は，一般的に使用者，
従業員，そして一般大衆によって同情と関心をもって見守られている。近
年，この問題に向けられる注目度の著しい増加は，一部には何らかの形で
のアメリカ人の苦しみあるいは貧困への鋭敏さにあり，一部はアメリカの
繁栄とこの繁栄を可能な限りあらゆる階層の人々に分け与えるべきである
とする信念，そして一部には広く支持されている考え方であるが，現代の
大量生産と産業規模の拡大が中年を過ぎた労働者に対し， しだいに雁用の
維持をより難しくしていることに起因している。
最後に指摘された要因は，部分的には諸事実の誤解に基づいている。利
用できる数字に限っても，アメリカの人口統計は，全給与所得者と比較し
た場合， 45歳以上の労働者の数が，実際， 1890年以降に増加していること
を示している。
問題は何も新しくない
中年を過ぎた労働者に影響を及ぼす情勢に起因する問題は，けっして新
しいものではないことを指摘しておく必要がある。最近の労使関係カウン
セラーズ社 (IndustrialRelations Counselors, Inc.)による調査は， 1818
年には早くも高齢労働者が雇用を確保・維持することが困難であるとの苦
情があったこと，そしてこれらの苦情は19世紀を通じてある間隔をもって
更新されたことを明らかにしている。
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近年，明確に境界線が引かれているか，あるいは暗黙のうちに強制され
た年齢を超えた新入社員を雁うのを躊躇する多くの使用者に対して，粘り
強い一般大衆の抵抗運動が見られる。この運動の多くは，高齢労働者を新
入社員として雁うことの拒絶と，高齢労働者の労働の価値が損なわれると
考えられる一定の年齢を超えた時に彼らを解雇するやり方との間の混乱に
よって特徴づけられている。特別協議委員会の加盟企業と他の多くの大企
業は，ただ40歳 45歳あるいはそれ以上の年齢に達したからではなく，
それとはまった＜逆に，長い勤続期間をもつ高齢労働者の職位を守るとい
う意味ある努力を行う，と断固として主張すべきである。
多くの大企業では，組織と従業員の理想的な関係は，労働力の売買とい
う一時的な契約としてよりも，むしろ生涯的な関係であると考えられてい
る。人類愛 (humanity)と良き経営 (goodbusiness)という双方の観点か
ら，離職率を減らし，労働者の安定性を増し，彼らの労働生涯を通じて忠
誠心をもつ有能な従業員を確保することに経営者は信頼を置くようになっ
た。改善された企業経営，近代的なやり方が多くの場合に必要とする水準
での最新の設備と方法の維持，選考と教育訓練の近代的なシステム，そし
て組織内昇進は，仕事の保護と労働者の期待とを結合している。レイオフ
が労働力の削減あるいはその他の理由で必要な時，見識のある経営者は，
長期勤続者の中高年従業員に特に配慮し，普通はそうすることが必要とな
るまで彼らを解雇せず，解雇する場合には十分な予告期間を措き，時には
一定額の追加の報酬を与えている。
多くの企業で，従業員は貯蓄制度，株の分配，持ち家と保険を通して自
身の加齢に備えるよう促される。一方，引退が必要な年齢に達した人たち
のために，年金を通して追加的な経済補償が提供される。より若い労働者
と置き換えることによって個別的にはより高い能率が保証されるが， しば
しば年金の権利を与えられていない高齢従業員も雇用され続けている。
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年齢制限の根拠
中年を過ぎた労働者が一度失業すれば，新しい職を確保することが難し
いのはこれまでの工場制生産において歴然たる事実である。もし，近年こ
の問題がより深刻な問題となっているのなら，それは高い生産性と熾烈な
競争の時代における企業の要求に起因している。それは，使用者に対して，
応募者のなかで最も有能な者，その企業の必要性にとって最適かつ高齢労
働者に対する使用者の拡大された責任感に最も適した者を選考することを
強要している。より規模が大きくて，多くの注目を集めている企業の大部
分は，すでに指摘したように，あらゆる理に適った手段によって，雇用に
関しては長期勤続者を引き留めようと努力している。通常時の企業活動で
は，高齢者層に現在見られている失業は，一部は不安定あるいは非能率的
な労働者によって，一部は経済的な補償なしに長期勤続の従業員をレイオ
フする小企業や個々の使用者の行動によって，そして一部は高齢化に伴う
能率の衰退によって生み出されている。
そのようにしてレイオフされた労働者は，大企業で雇用を確保すること
が難しいことを知るが，この点に関する彼らのハンディキャップは，雇用
に対する特定の年齢制限が，そういった年齢制限をもつ企業ですら，それ
ほど大きなものではないことにある。組織の実際の必要条件は，操業条件
と一緒になって，新入社員に要求する資格を決定している。こういった資
格に含まれる主要な要索は次の通りである。
1 組織内昇進によってより上位の職位を満たす方針は，たいていの新入
社員が仕事を始める一番下位の職位を欠員のままにしておく。
2 これらの「最下位の職務」は，従業員に対しては，高齢労働者が通常
もっていないとされる体力 (strength),持久力 (endurance),そして機
敏さ.(activity)を要求する。
3 高齢従業員と障害をもつ従業員を雇用する方針は，あまり捷敏でない
労働者によってなされている仕事でのこういった従業員の活用を必要と
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する。一般に，これらの仕事の数は非常に限定されているので，技術進
歩に起因する人員削減は，多くの場合軽度な仕事が適している労働者の
供給過剰を引き起こし，かくして中年の労働者を新入社員として雇う可
能性を減らしたのである。
これらの必要条件は，通常，雇用された労働者の年齢が，実際の雇用最
高年齢に対する制限—もしこのような制限がなされているならば—よ
りかなり低いという事態を引き起こす。もし，こういった年齢制限がすべ
て廃止されたなら，実質上，新入社員の現実の年齢での変化はほとんどな
くなるであろう。かくして，企業の情勢によって必要とされた時ですら，
雇用の際の年齢制限はあまり厳密ではないし，不変なものでもない。なぜ
なら，ある労働者の労働を本当に必要とするのなら，そしてもしその労働
者が肉体的にも精神的にも適合しているなら，ほとんどの企業は年齢にか
かわらずその労働者を雇用するからである。
我々は，企業経営が求職者よりも，株主とその従業員により大きな責任
をもっていると信じている。もし，この責任によって課せられた義務が，
特定の企業に対して，中年に達するか，あるいは中年を過ぎた新入社員を
雇うのを止める政策を定めさせるなら，経営者がこの状況の必要性に適っ
たやり方を具体化することは正当と見なされる。しかしながら，雇用最高
年齢が設定されている場合，それは厳格なものでなく，融通の利くもので
あるべきで，そして高齢労働者に最大限の公正さと配慮をもって運営され
るべきである。特別協議委員会は，そこに真の問題が存在するという事実
を無視しない。つまり，高齢労働者が雁用を確保することは本当に困難な
ことなのである。しかしながら，企業は，高齢者層の雇用を安定させ，彼
らが他の人々に依存する程度を減らすという価値あるサービスを行ってい
ることに対して，功績が認められてしかるべきである。
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レイオフされた従業員に対する補償
1928年度の年次報告書で，特別協議委員会はアメリカ産業における雇用
継続性の増大と，この追加的な労働者の安定性をもたらした原因と結果の
いくつかに注意を向けた。比較的長期勤続の従業員~らは何らかの理
由から現下の仕事で必要とされていないーーは，通常，他の仕事が見つか
ればそこに配置転換される。配置転換の機会がない場合，彼らは年金を受
け取って退職する。そして，工場閉鎖か他の理由によって配置転換も年金
の可能性もない従業員がレイオフされねばならない時には，現金払いを含
むさまざまな調整方法がいくつかの企業で利用されてきた。多くの場合，
後者の従業員はこれらの支払いを通してその新しい状況に向けて再調整す
る時間を与えられ，新しい仕事を確保する多くの機会をもつことになる。
長期勤続の従業員に対するこういった義務を認識することにおいて，ァ
メリカの使用者は，他の国々の進歩した考えと一致している。それらの国
のいくつかは，統制が及ばないという理由で，解雇された労働者に対する
一定の支払いを法律で定めている。これらの法律のいくつかは，特に短期
勤続の従業員の利益のために，アメリカの企業で慣習となっているものよ
り一層多額の支払いを要求している。
昨年，特別協議委員会に加盟しているいくつかの企業は，恒久的あるい
は一時的な緊急事態に備えて，レイオフされた従業員が，所得，勤続期間，
健康状態，そして退職時の年齢に応じて金額の違う現金報酬を受け取れる
制度を採用した。我々は，このような報酬を支払う習慣は，それが使用者，
従業員，一般大衆によって認識された義務を遂行する手段を提供すること，
それと同時に，そういった報酬が経営者に対し，自分自身の失敗でもない
のに余剰人員化されてしまった労働者を排除できるようにすることで効率
を促進することから，アメリカの産業でさらに広まることに疑問の余地は
ないと信じている。
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公正に決定された解雁手当 (dismissalallowances)に加えて，使用者は
レイオフされた労働者が生活している地域社会で他の仕事を見出すのを助
けることもできる。これは，家族がいることで容易に他の土地に移れない
労働者のために，通常，最も実現可能性が高く，実際に支援できるプログ
ラムである。新しい仕事を見出す際の支援は，工場を閉鎖するか，あるい
は急激に労働力を削減することが必要であった時に，特別協議委員会の加
盟企業のいくつかで効果的に与えられてきた。多くの企業は，他の使用者，
公共の職業紹介所(employmentoffices), そして当然市民の経済的福祉に
関心をもっている地域社会の人々と共同してこれを達成した。他の使用者
は，自分の失敗ではないのにレイオフされた人々のなかから，性格が良く
て企業での経験を十分にもっている者をしばしば確保したがっている。
議長 C・J・ヒックス{C.J.Hicks) NJスタンダード
E・S・マックレランド(E.S.McClelland) ウェスティングハウス
ジョージ.J・ケルディー(GeorgeJ.Kelday) ハーヴェスター
ノースロップ・ホールプルック(NorthropHolbrook) 
アーヴィング・トラスト
ウィリアム・B・フォスター(WilliamB.Foster) 
N・F・ドー ハティ (N.F. Dougherty) 
E・K・ホー ル(E.K.Hall) 
G・H・プファイフ(G.H.Pfeif) 
デュポン
GM 
AT&T 
GE 
A・H・ヤング(A.H.Young) 労使関係カウンセラーズ社
C・S・チング(C.S.Ching) USラバー
フレッド・W・クリマー (FredW.Climer) グッドイヤー
J・M・ラー キン(J.M.Larkin) ベスレヘム・スティール
事務局長 E・S・コウドリック (E.S.Cowdrick) 
（なお，各メンバーの所属企業・団体は伊藤による。）
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1930年度特別協議委員会年次報告書
1930年12月11日に，特別協議委員会委員と加盟企業の経営陣に提出される。
1930年の活動報告を行うに当たって，特別協議委員会は，ここ何年かの
アメリカ産業史において他に比類のない不況期として忘れ難くした1930年
の経済情勢の影響から逃れることはできなかった。生産と分配は， 1921年
の戦後不況のレベルに匹敵するところまで沈んだ。 1921年の折もそうであ
ったように，今回も，広範囲な失業，削減された労働者の所得，減退した
購買力，窮乏軽減への緊急の必要性，があった。
しかしながら，その視点が従業員と経営者との間の関係に向けられた時，
1921年の情勢との類似性は明らかに希薄なものとなっている。 1921年に広
範に叫ばれた「労働者の整理 ("liquidationof labor")」を求める要求と対
照的に， 1930年には賃金レベルと生活水準を維持し，雇用の継続性を守る
という，これまで例のない使用者の取り組みが見られた。多くの経営者が，
人事施策 (personnelpractice)の開明的な方法を捨てる去るという 1921年
に見られた処理の仕方に代わって，今回は，経営者と従業員との間のきず
なを強固にする方法がもっている価値への認識が見られたのである。まさ
に，労働者が有り余っている一方で，仕事がほとんどなかったこの時期に，
多くの企業はその労使関係プログラムがこれまでよりも一層重要であるこ
とを発見したのである。
当然のことながら，労使関係における実践の力点は，現在の経済情勢と
密接に関係する諸活動に置かれた。不況と失業の時代における要求は，労
働力不足の時代の要求と同じではない。その重点は，賃金レートを切り下
げないで労務費を削減するフェアな方法，人員削減が避けられないのであ
れば，有能な長期勤続者の最小の苦痛で人員を削減するフェアな方法，賃
金台帳に留めておくことが望ましい従業員を活用できる仕事に配分するフ
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ェアな方法，にそれぞれ置かれた。この労使関係プログラムで，特別協議
委員会の加盟企業は重要な役割を演じていた。
これらの問題と類似の課題に対し，特別協議委員会は今まさに幕を閉じ
ようとしている1930年にその多くの注意を向けた。その際の経験と結論の
いくつかは，この年次報告書で詳細に示されている。
特別協議委員会の諸活動
1930年度，特別協議委員会は9回の会合を開催した。 1月9日， 2月5
-6日， 3月25日， 4月30日-5月1日， 6月26-278, 9月10-11B, 
10月23日， 11月25日， 12月10-11日である。 4月30日-5月1日の会合は，
ハーヴェスターの招聘のもと，シカゴで開催された。 6月26-278の会合
はウィルミントン—そこではメンバーはデュポンのゲストとなった一
で開催された。
それぞれの会合では，現在の経済情勢と労働情勢の議論と景気の将来見
通しの議論が徹底的になされた。一般的あるいは特別な性格をもつ他の多
くの問題が，時には 1人もしくはそれ以上のメンバーからの要請で取り上
げられた。特に， 1930年の後半からは，必要な場合には労働力を削減する
公正な方法，可能であれば従業員間で仕事を配分する制度，レイオフされ
た労働者と加盟企業が操業している地域における労働者を救済する手段，
にそれぞれ検討が加えられた。
1930年2月6日に開催されたメンバーと加盟企業の経営陣との年次会合
において，特別協議委員会は週5日労働制 (five-dayweek)の研究を行う
ように指示された。 1930年の前半に，事務局長 (secretary)は，いくつか
の加盟企業と特別協議委員会とは関係をもっていない若干数の組織から週
5日労働制の利用に関する情報を集め， 7月7日付けで報告書を配布した。
週5日労働制の問題は，この年次報告書の別のセクションでも論じられて
いる。それは， 1926年度の年次報告書でも同じように注目されていた問題
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であった。
特に社宅問題に関心のある加盟企業の提案とその積極的な協力のもと
で，事務局長は社宅の調査を行い，そして特別協議委員会に加盟している
企業と非加盟の企業との経験を詳しく記述している報告書が年末に配布さ
れた。
すでに言及した特別の研究と研究プロジェクト的な性格を帯ぴていた特
別調査の他に，特別協議委員会の事務局はさまざまな問題に関して最新の
情報を集め，それを加盟企業に配布した。そのなかのいくつかは特別の要
請に応じて集めたものであった。
メンバーの交代
2人のメンバーの交代が今年行われた。 7月31日に，ホール(E.K.Hall) 
はAT&Tの副社長の職を辞し，彼に代わって副社長補佐のグリフィン
(W.A. Griffin)が特別協議委員会の新たなメンバーとして加わった。
9月には，クリマー (FredW.Climer)が，ァルゼンチンのプエノスア
イレスに最近建てられたグッドイヤーの工場の総括工場長に任命された。
彼の後任は，カリフォルニア工場の総括工場長に任命される前に，特別協
議委員会のメンバーを務めていた副社長補佐で工場長のトーマス (E.J.
Thomas)である｛トー マスは， 1926年から 1年間だけ特別協議委員会のメンパ
ーを務めていた—注，伊藤｝。
人事施策の変更
1930年には，加盟企業の労使関係政策とその実践において多くの進展が
見られた。以下のパラグラフでリストアップされている変更に加えて，不
況がもたらした緊急時という観点から，多くの企業は操業している地城で
レイオフされた従業員と他の困窮している人々に救済を拡大する一時的な
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方法だけでなく，仕事の配分制度 (plansfor distribution of work)を採
用した。
AT&Tの従業員持株制度 (Employees'StockPlan)は，その制度のも
とで獲得した株に対する配当の再投資を通して，追加株式購入の選択肢を
提供するように改訂された。購入申し込みの基準は，それぞれが所有する
4株に対して 1株の割合である。そして，購入申し込みを完了するのに必
要な時期は給料天引きの取り決めと同じであった。電話関係の従業員の65
歳での退職を規定していた規則が， 1930年7月1日に効力を発揮するよう
になった。
ベスレヘム・スティールは，最近獲得した子会社で，その工場をシアト
ル，南サンフランシスコ，ロサンゼルスにそれぞれもつパシフィック・コ
ースト・スティール社 (PacificCoast Steel Corporation)に，今年3月
従業員代表制を導入した。ベスレヘム・スティールはまた，これらの工場
で他のすべての労使関係活動も始めている。今年初めに，同社の広報機能
は社長補佐の指揮のもとで労使関係活動と整理統合された。同社は，不況
期に人員を調整する手続きを採用した。この取り決めのもとで，仕事はで
きるだけ多くの従業員に分け与えられるように配分された。
今年， GEは，従業員と会社からの拠出で資金調達する失業年金制度
(Unemployment Pension Plan)を導入した。年末には，この制度の運用
方法が改訂され，当初の規定で可能であったよりも早い時点から失業給付
払いを始められるようになった。失業者救済での先駆的なこの試みは，広
範な注目を引きつけている。
ハーヴェスターは，従業員向けの持株・貯蓄制度 (StockOwnership and 
Savings Plan)を導入した。この制度は，従業員が優先株ではなく普通株
の購入申し込みができるという点で，これまでの制度とは部分的に異なっ
ている。 9月には，ハーヴェスターの工場における29番目の工場協議会が，
イリノイ州ロックアイランド (RockIsland)のファーモール工場(Farmall
Works)で採択された。
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NJスタンダードでは， 1930年6月1日あるいはそれ以降に採用される
か再雇用された者は，年金・給付制度 (Annuitiesand Benefits Plan)が
改訂され，この制度が新入社員にのみ適用されることと，どのような変更
がなされたのかについては後にアドバイスすることが知らされた。今年，
以下の 7つの合同協議会(jointconference)の追加が労使代表制{Industrial 
Representation Plan, NJスタンダードの従業員代表制の正式名称一一注，伊藤｝
のもとで導入された。つまり，
コロニアル・ビーコン・オイル社 (ColonialBeacon Oil Company), 
そこでは精製所に 1つと販売部をカバーする 3つの協議会が導入され
た。
ルイジアナ・スタンダード・オイル社 (StandardOil Company of 
Louisiana)の生産部門。
ルイジアナ州シュレベポート (Shreveport)のスタンダード・パイプ
ライン社 (StandardPipe Line Company)。
オクラホマ州マスコギー (Muskogee)のオクラホマ・パイプライン社
(Oklahoma Pipe Line Company), である。
最後の 2つの協議会は，パイプライン会社に導入された最初の従業員代
表制であった。
USラバーは，今年，年金制度を改訂した。最高年金額を5,000ドルから
1,200ドルに引き下げ，労働障害年金 (disabilitypension)に要する勤続期
間を15年から20年に引き上げた。すでに支給されている年金には変更はな
かった。
ウェスティングハウスの拠出型年金制度は， 1929年年5月1日に導入さ
れ，今年に入って，ウェスティングハウス・ランプ社(WestinghouseLamp 
Company), プライアント・エレクトリック社 (Bryant Electric Com-
pany), ウェスティングハウス・エレクトリック・エレベーター社 (Wes-
tinghouse Electric Elevator Company)にも拡大された。
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雇用情勢
1929年の第4四半期に始まったアメリカにおける雁用減退は，回復する
ことなく継続している。今年9月に， FederalReserve Bulletinの雁用指標
は，工場での雇用指数を86.5と発表している。 10月の予測値は， 85.3への
低下を示している。これは， 84であった1921年の指数よりも若干上回って
いる。
アメリカの失業に関しては，完全なデータは利用できない。 1930年の人
口統計が提供する数値は，レイオフされた従業員とパートタイム従業員を
含んでいない。それでも，今年4月の調査時点で250万人以上が完全失業下
に置かれていた。 10月の推計値は，このグループで350万人になっている。
イギリスとドイツにおける第 1次惟界大戦後の失業者数は，全般的な貿
易不況によって拡大した。今年11月末の新聞発表は，イギリスの失業者数
として2,285,987人という数字を挙げている。これは前年の数値よりも100
万人以上の増加であって，失業保険金受取資格者の18パーセント以上に当
たっていた。 ドイツの失業者数は，今年5月の269万人から 9月末には308
万8,000人にまで増加した。これらの数値は，職業安定所 (employment
exchanges)に登録された労働者だけのものであるから，総数はもっと大き
な数字かもしれない。
賃金の動向
1920-22年の戦後不況期になされた賃金引き下げ以降，たいていの産業
労働者のフルタイムに対する所得は，名目賃金であろうと実質賃金であろ
うと，緩やかに増加した。現在の不況のもとで，パートタイム労働者の実
質所得は，今年に入って現実に下落してはいるけれども，時間賃率や日給
にはほとんど縮小は見られなかった。
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アメリカ型の高賃金理論として知られてきたものは，経済情勢を支える
ものであった。これまでの10年間に，産業の生産高は，雇用された労働者
数に比べて急激に増大した。どのような近代経済学の理論のもとでも，こ
のことは生産増が起きる前に濯用されていた労働者数に比して賃金支払い
に充当できる所得が大きかったことを意味している。別の言い方をすれば，
賃金労働者が着実に増加している国民所得の一部を受け取り， もしそれが
富の分配に影響を与える要索に変化がないと想定されれば，賃金労働者の
所得が高くなることは当然である。この所得増は，より高い賃金水準ある
いはより低い生活費の形態をとる。たいていの産業では，これら両形態が
生じたのである。一般に賃金水準が高まる一方で，生産高が増大し製造経
費が滅少したため，商品価格が下落したのである。
多くの職種で産業労働者がますます余剰化しているにもかかわらず，現
下の不況が始まるまでこのプロセスが継続していたことは，人々の巨大な
購買力が，賃金労働者を含めて，繁栄の維持において不可欠な要素である
ことが使用者からは部分的に，そして社会からは全般的に承認されたこと
の結果である。
不況期の従業員持株制
従業員株式購入制度 (stocksubscription plan)がある企業の1930年に
おける経験は，株価下落が逆方向に作用するという重大な影響を与えなか
ったことを示している。その証拠はかなり決定的で，集団としての従業員
は，株だけでなく雇用されている企業に対して，その信頼をぐらつかせな
かったのである。殺到する売りはなかった。比較的少数の例外を除けば，
株の再販売は正常であった。さらに，未完了契約のキャンセルはそう多く
はなかった。これらの好ましい結果は，一部は企業への寄付，ボーナスや
他の手当を通じた従業員の損失に対する準備のおかげであったことに疑問
の余地はない。また，多くの場合，市場の下落はこれまでのところ株式の
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取引価格を正味価格以下に押し下げてはいない。
今Bまで，株式市場の下落はあっても，極めて少数の企業しか持株制度
を変更しなかったことも同じように重要である。かくして，すべての利用
可能な証拠は，このような制度が十分に検討され，優良銘柄 (seasoned
security}に基づいていたとすれば，市場の下落それ自体が必ずしも従業員
株式購入制度の成功に対して逆作用しないことを示している。
従業員持株制度の動向に対する現下の不況の影響を評価する際には，下
蕗した株式市場の価格だけでなく，削減された扉用と投資利回り (yieldon 
investment)で起こりうる引き下げが考慮されねばならない。これらさま
ざまな項目に関する決定的なデータは，景気回復の可能性が見通されるま
で利用できないであろう。このような情報が利用できることは，現下の不
況がある程度の購入予約と株式再販売の契約解除に責任があることを示し
ている。しかし，この契約解除の程度は，生産のドラスティックな削減と
過去に存在した巨大な量の失業者数を考慮した上で予測されるものと等し
いか，あるいはそれを越えないことは明らかである。
週5日労働制
現在の経済情勢のもとで考えられる展開の 1つは，週5日労働制に対す
るますます増大する圧力である。ある場合には，これは週40時間制を意味
する。他の場合には， 5日半あるいは 6日の基準から 5日という基準にま
で現在の労働時間を変更することを意味している。
ここ数年間，この運動は組合に組織化されている建築業で広まってきた。
そして，今日多くの都市で実施されている。一般に，変更は所得の減少を
伴わずに行われている。 1929年に20万人，あるいは25パーセントの組合に
組織化された建設労働者が週5日労働制のもとで働いていると推計され，
この割合はその後も着実に増加している。
ある巨大自動車企業と衣類産業以外では，実質的に週5日労働制への移
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行は規模の小さな工場でなされてきた。今B,非常に多くの工場が一時的
にとはいえ短時間基準で操業しているので，通常の仕事週としての 5日間
操業が進捗しているかどうかの情報を得ることは難しい。
いくつかの州では，女性たちの雇用を決定している現下の法律が， 1日
につき 9時間以上の労働を禁止し，このタイプの社会立法の検討がますま
す増大している。したがって，週5日労働制の導入を検討している企業は，
5日間に凝縮された 1週間でこれまでの労働スケジュールを維持するのが
難しいことを見出すかも知れないし， もっと短い労働時間で1週間を考え
ねばならないであろう。それは従業員の所得の減少をもたらすか，あるい
は経費を増やすかも知れない。
現在の状況は，この問題のさらなる調査と研究に好都合である。短時間
ベースあるいはローテーション・ベースで現在操業している企業は，週5
日労働制に向かって進むであろう。これは，新しい資本投下なしに生産を
維持する可能性だけでなく，製造費と生産高を調査する機会を提供するで
あろう。土曜日に操業しないことがもしも決断されたなら，これらのデー
タは時間賃率を増やすべきかどうかについての避けられない論議において
価値をもつものとなるであろう。
企業年金
1930年の不況に起因する雁用削減は，年金制度をもつ加盟企業で退職者
数をかなり上積みさせた。したがって，年金支払が異常な増加を示すこと
が予測されている。
特別協議委員会がここ数年の年次報告書で言及してきた拠出型年金に対
する傾向も1930年に引き続き見られている。だが，大企業にすでに導入さ
れている企業年金制度の大多数は，依然として非拠出型であることも指摘
しておかねばならない。
団体年金に対する関心はますます増大している。団体年金の契約は，特
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に規模の小さな企業に利点がある。なぜならば，それは小規模企業自身で
は提供できない投資与信枠 (investmentfacilities)やリスクの分散をもた
らしてくれるからである。
ますます多くの年金が，高齢従業員の面倒を見るという避けられない問
題を処理する際に，差別の排除とお決まりの手順を提供するシステムとし
て受け入れられるようになった。いいかえれば，企業年金制度はビジネス
のフェアで効率的な管理を手助けするもので，ますます賃金総額の巧妙な
繰り延べ策と見なされている。
老齢年金法
1929年の年次報告書では，公的老齢年金法(publicold age pension laws) 
を制定した10州と 1つの準州がリストアップされていた。今年，これらに
ニューヨーク州とマサチューセッツ州が年金法を制定した州として追加さ
れた。ニューヨーク州法のもとでの救済支払いは， 1931年 1月1Bに効力
をもつことになる。マサチューセッツ州法は 7月1Bに効力をもつように
なる。
失業者数削減の諸手段
パートタイム労働
1930年のほとんどの時期に景気が下落し続けたことに伴って，多くの企
業は生産削減を必然化する一方で，単位原価の増大を避けることが同時に
重要なこととなった。一般に，使用者はできるだけ多くの従業員に何らか
の仕事を提供しようと努めてきた。
特別協議委員会の加盟企業においては，仕事を配分し，賃金レベルを維
持する方法が検討された。通常，生産削減の第一歩はあまり有能でない従
業員と勤続期間の短い従業員の解雁を伴っている。パートタイム労働がそ
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の手段としてしばしば使われ，いくつかの事例では，このシステムが賃金
労働者だけではなく給与制の従業員にも影響を及ぼした。
いくつかの企業は，一時的とはいえ週5日労働制を採用し，一方，別の
企業は週労働日あるいは 1日の労働時間を短縮することがさらに必要であ
ることを見出した。工場内あるいはいくつかの事例では同じ企業の隣接工
場間で従業員を配置転換することによって，できるだけ多くの労働者に雇
用を提供しようとする非常にはっきりとした試みがなされていた。かなり
の勤続期間をもつ有能な従業員を半永久的にレイオフすることは，可能な
限り避けられた。
レイオフ
レイオフが必要なことが分かった時，通常，それは個々の従業員の能率，
勤続年数，年齢，健康状態，順応性，他の雇用を獲得する機会といったこ
とに基づいて，一時的あるいは半永久的な解雇という形態をとった。年金，
団体保険，その他の諸制度における従業員の身分を保護するために，休職
や他の方法が解雁の代替手段として採用された。年金を受け取る年齢とそ
れに必要な勤続年数にほぼ達した従業員がレイオフされたいくつかの事例
では，その従業員の賃金と勤続年数に従ってその金額が比例配分される早
期退職年金 (prematureretirement annuities)が支払われた。
解雇賃金
1928年と29年の年次報告書で，特別協議委員会は何らかの理由でその現
在の仕事に必要とされない比較的勤続年数の長い従業員に現金で報酬を払
うという，現在普及しつつある方法に注意を向けた。この種の退職賃金
(separation wage)は， 1930年にはより一般的に使われるようになってい
る。
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失業保険
その防止方法と救済方法
フーパー大統領は， 1930年の感謝祭｛アメリカでは1月の第4木曜日で，法
定休日—注，伊藤｝の声明で，「多くのアメリカ人が困難な事態に陥り，彼
らの手の及ばないところで発生したことに対して何もできないで苦しんで
いる」ことをアメリカ市民に思い起こさせた。今年，貧困が及ぶ範囲が異
常なのは，主に失業にその原因がある。利用できる最新の統計と推計によ
って示される失業の範囲は，すでにこの年次報告書で言及されている。そ
の原因の大多数は，労働者が「彼らの手の及ばないところで発生したこと
に対して何もできないで苦しんでいること」と，彼らの使用者の手の及ば
ないところで失業していることによる。
周期的な失業の悲劇~回はいくつかの産業に既存の技術的失業のか
なりの量が付け加わっている—は，使用者と一般大衆の眼前に，賃金労
働者の仕事，所得，購買力を保護するよりうまく組織された方法の必要性
を再び鋭くもたらした。この年次報告書の別のところで略述されているよ
うに，使用者は雇用統制(employmentcontrol), 生産の安定化(stabiliza-
tion of production), 仕事の分割 (divisionof work)を含む種々の手段
によって，この必要性を満たそうと努めてきた。比較的少数の企業が失業
保険制度 (unemploymentinsurance plans)を始めた。これらの使用者の
取り組みは，連邦政府あるいは個々の州が法律を通して失業保険を制定す
るといういくつかの方面 (quarters)からの強い要求を伴っていた。
ヨーロッパの失業保険法
ヨーロッパの国々の大部分は失業保険システムをもっている。イギリス
とドイツがその顕著な例である。イギリスの法律は1911年に始まるが，現
在の広い保険の適用範囲は1920年まで実施されていなかった。現下の法律
66 (66) 第 45巻第 1 号
は，戦後不況の予感があって，それに対する資金の大量需要があったもの
の，それに対する十分な準備金を構築する前の時期，まさにその時期に実
施された。 1919年1月1日から30年9月30日まで， 4億5,000万ポンド以上
が失業手当に支給された。その支払のための資金は，大蔵省(Exchequer)
からの借入れだけで賄うことができた。その負債額は， 1930年9月末に
4,987万ポンドで，その後2カ月間に600万ポンド増加した。その後の支払
いは，大蔵省からのこれまで以上に増やされた貸付金によってのみ可能で
あると期待されている。
法律上の諸条件が保険基準 (insurancemeasure)となるけれども，その
実施はこの基準ではほとんどなされていなかった。大量失業の継続は，す
でに述べたように，手当が失業者の権利として支払われることで使い果た
されてしまうため，当初の条件のいくつかを緩めることで対処された。
ドイツでは，類似の状況はその権利を使ってしまった人たちを緊急救済
手当 (emergencyrelief)へと移すことによって対処された。 32週間あるい
は45週間の救済の後に，失業者に対する責任は地方自治体が負うことにな
る。かくして，失業保険資金は保険を掛けた人たちにだけに配分される。
こうしたやり方でさえ，最大の手当を受ける人数はこれまでの 2倍になっ
たため，資金枯渇の危険がある。 10月になされた拠出金の引き上げでも，
資金を長期にわたって支払能力ある状態に保つことはほとんど期待できそ
うもない。 1931年3月までの期間限定である政府の助成金 (subsidy)は，
1930年9月末までに使い尽くされてしまった。救済を求めて地方自治体に
向かわねばならなかった人々の数は，1930年初めの 2万5,000人から 9月に
は約50万人にまで増大し，各都市の資金が当然枯渇してしまったことが財
政的安定を脅かしているのである。
アメリカの私的制度
いくつかのアメリカ企業は， 1914-15年不況あるいは1920-21年不況の
後に失業手当制度もしくは失業補償制度 (unemploymentbenefit or guar-
1929・30年度の特別協議委員会年次報告書（伊藤） (67) 67 
antee plans)を創設した。この制度は，通常，各企業の資金によって支え
られ， 1つの企業だけをカバーするものである。まったく新しい型の 2つ
の制度がここ 6カ月間に始まっている。 1つは拠出型で， もう 1つは同じ
制度でカバーされた 5つの企業間を移動する労働者に提供されたものであ
った。労働組合およぴ従業員代表制 (jointagreement plans)を考慮に入
れれば， GEの失業年金制度が効力を発揮するまでにそういった制度によ
って11万人の労働者がカバーされ， GEの制度で約 4万人のさらなる労働
者が保護されることになる。
これらの経験そして失業保険法を要求する組織的な運動の観点からは，
失業保険の問題は法律を通してであれあるいは別の方法であれ，特に不況
期にはますます増大する注目を集めている。
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